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平成 27 年度 地域中小企業の人材確保等定着支援事業（中小企業庁事業） 

 

中小企業における女性と若者の活躍推進に関する調査報告 

 

 

第一章．調査の概要 

 

１．調査の目的 

 本調査は、中小企業・小規模事業者における若者・女性・シニア等の多様な人材のマッチン

グや定着および活躍推進に影響を与えるマネジメント要因を分析し、中小企業の経営状況の改

善や、人材マネジメントの望ましいあり方について示唆を得ることを目的として実施した。実

施の際は、とりわけ以下の 3 点に着目して実施し、研究の方法は質問紙調査とし、企業の経営

者(ないし人事部長)と当該組織の従業員の両方を対象として実施した。 

 

① 女性労働者の定着 

② 女性労働者の指導的立場への配置 

③ 女性、若者の活躍推進 

 

２．調査の背景 

少子高齢化の進展による労働不足に対する懸念、ダイバーシティ(人材の多様性)・マネジメ

ントやワーク・ライフ・バランス(WLB)への関心の高まりから、多くの企業が女性活躍推進に

取り組みはじめており、国も仕事と子育てを両立させるための様々な環境整備やポジティブア

クションの推奨を通じた女性活躍推進に取り組んでいる。しかしながら、大企業に比べて経営

資源の乏しい中小企業では、多様な人材の拡充を通じた人的資本の蓄積が停滞している。 

また、これまでに実施されている国の女性活躍推進に関わる調査は大企業を対象としたもの

が多く、幅広い人材・職場マネジメント施策に関する大量サンプルを収集した型の分析はほと

んど行われていないという実態がある。 

中小企業を対象とした本調査を通じ、大企業中心に実施される調査とは異なる、中小企業経

営の実態に即した有効な示唆が得られることを期待して、本調査を実施するに至った。 

 

３．調査の対象と方法 

質問紙調査は「経営者調査」と「従業員調査」の 2 種類準備された。府内の中小企業に対し

て、①企業(経営者あるいは本社人事部長)と②その企業に勤務する従業員を対象にして質問紙
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調査を行った。 

配布は企業経営者宛に質問票を郵送し、従業員に対する質問票を同封して実施した。経営者

あるいは本社人事部から従業員に質問票を配布してもらい、それを回収して事務局へ返送して

もらった。 

また、近畿圏の中小企業に対しても同調査（経営者調査のみ）を行った。 

従業員調査は 1 企業の営業部ないし製造部等、中心となる部署等に所属する 39 歳以下の年

齢層の従業員（男女）に回答を依頼した。 

配布については、平成 27 年 10 月、大阪府内中小企業 500 社、また近畿の 6 府県から 50 社

ずつ計 300 社に送付し、府内企業経営者 91 人（従業員は 1,309 人）、府外企業経営者 59 人か

ら回答を得た。回収率は府内企業 18.2％、府外企業 19.6％となった。 

 

４．基本データについて 

 調査によって得られた各種データについて、特徴的なものは次の通りである。 

4-1. 経営者のプロフィール 

経営者の年齢、性別、創業社長と事業継承の別については、図1の通りである。 

図 1 経営者の年齢、経営者の性別、創業社長か事業継承か 
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 経営者の年齢は40代~60代が最も多く、9割近くが男性であった。また、65％が先代からの事

業継承となっており、創業社長の割合は35％となっている。 

 

4-2. 対象企業の業種割合 

対象となった会社のうち製造業が最も多く、全体の 34.3%であった。次いでサービス業が多く、

18.2%であった（図 2）。 

 

図 2 対象企業の業種割合 
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図 3 フレックスタイム制度、育児介護を理由とした一時的な短時間勤務制度、 

恒常的な短時間勤務正社員制度、在宅勤務制度 
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ることがわかる。 

 

4-4. 女性活躍推進施策の導入・整備の実績について 

 女性社員の活躍部門の拡大、女性社員の長期キャリア開発計画、女性社員のジョブローテー

ション(教育的配置転換)、女性社員を対象としたキャリア開発研修、女性社員を対象とした個

別キャリア面談、女性社員のキャリア意識の啓発については次のとおりとなる。 
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図 4 女性活躍推進施策の導入状況について 
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 「女性社員の活躍部門の拡大」「女性社員のキャリア意識の啓発」については半数近くがあ

りと回答しているが、それ以外の項目についてはいずれも 3 割に達しておらず、具体的な取組

みについては依然不足している現状が浮かび上がった。 

 

4-5. 従業員の属性について 

 従業員調査（大阪府内企業が対象）によって得られた属性に関する各種データは以下のとお

りである。 

表 1 従業員の平均年齢と平均勤続年数 

平均年齢 30.97 歳 

平均勤続年数 5.58 年 

 

 

 

図 5 従業員の性別、教育歴、入社区分（新卒、中途）、中途入社者の前者雇用区分 
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 本調査では 39 歳以下の従業員に対して調査を行ったが、一部 40 歳以上の対象者が含まれた

（分析では除外している）。図５に示されるとおり、新卒入社よりも中途入社の割合が多く

（55％）、前職正社員からの転職者が 75％と多くを占めるほか、契約社員やパート、派遣社員

からの中途入社もあわせて 2 割程度あることが特徴であると言える。 

 

図 6 従業員の居住形態、通勤時間、交通手段 

  

  

 また、図 6 のとおり、従業員の居住形態については、公共交通機関での通勤者は 46%にとど
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ついては、平均残業時間は 19.2 時間となっており、10 時間以下が過半数となっている。 

 総じて、本調査において対象となった大阪府内企業の従業員の特徴は、実家暮らしで通勤時

間が短く、ローカル志向が高いということが伺えた。 
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 本調査では、神戸大学経営学部平野研究室と連携し、主に４つのテーマに基づき分析を行っ
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の分析」、「ワークライフバランスに関する分析」、「経営につながる分析」、とし、それぞれの

分野において、有益な示唆が得られている。 

なお、本調査で得られた基礎データに関しては、

http://osakajobfair.com/company/eventsite/tyousahoukoku2016.php にアップされているため、

適宜参照いただきたい。 

 

  

http://osakajobfair.com/company/eventsite/tyousahoukoku2016.php
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第二章 分析編 

１．経営者の性別役割分業意識 

小泉 大輔 

ここでは、経営者データ(企業データ)を使用し、経営者が持つ性別役割分業意識を中心とし

て、その実態、およびその意識とさまざまな変数との関係を分析した結果を記す。なお、経営

者データを分析する際は、従業員が 2 名以上いる経営者(企業)に限定した。従業員が 1 名のケ

ースでは、男女比率が 100％にしかならないためである。 

 

1-1. 経営者が持つ性別役割意識の変数 

本項では、経営者の持つ性別役割意識についての分析を行う。経営者の持つ性別役割意識は、

以下の 3 つの意識から構成される。「固定観念（性別役割分業）」「パターナリズム」「女性管理

職に対するネガティブステレオタイプ」の 3 つである。 

「固定観念(性別役割分業)」とは、文字通り、女性と男性が従事する生活スタイルは別にす

べきであるという規範意識である。具体的には、男性が稼ぎ手として仕事に従事し、女性は、

結婚後家庭に入り(仕事には従事せず)、家事や育児に従事することが望ましいという価値観の

程度である。質問項目としては、付録の質問票一覧にある問 4 の 1～3 にあたり、この 3 つの

加算平均を合成変数として作成した。 

「パターナリズム」(家父長主義とも訳される)とは、広義では上記の「固定観念」に内包さ

れる概念となるが、その意識の根底に女性に対する配慮があり、その配慮ゆえに重労働や長時

間労働、体力的・精神的負荷の強い職務から女性を除外するという価値観の強さである。その

質問項目は、質問票の問 4 の 4 から 6 にあたり、これらを加算平均した。 

「女性管理職に対するネガティブステレオタイプ(NS)」とは、文字通り女性管理職一般に対

するネガティブなイメージをどの程度持っているかという価値観である。具体的な質問項目は

問 6 にあたる。5 点尺度で質問し、「おおいに当てはまる」とするほど女性管理職にネガティ

ブなイメージを持っていることとなる。ただし問 6 の 9 から 11 は逆転尺度となっている。こ

の女性管理職に対する NS は全ての質問を加算平均した。なおこの NS は以下 3 つの下位概念

によって構成されており、これらの下位概念も分析によって表示した箇所もある。その 3 つと

は、パフォーマンス志向(2～8)、メンテナンス志向(9～11)、変革志向(12～14)であり、管理職

としての志向のネガティブな態度を示している。 

 

1-2. 経営者の性別比較 

 経営者が持つ上記に挙げた 3 つの性別役割意識を経営者の性別(男性：126 人、女性：16 人)

によって差があるかどうかについて t 検定によって比較したところ 3 つの意識について全て有

意な差が見られた。また、パフォーマンス志向、メンテナンス志向、変革志向についても有意

な差があった。女性経営者よりも男性経営者の方が性別役割志向を強く持っていることがうか

がえた。 
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図 7. 固定観念とパターナリズム：経営者の性別比較 

 

 

図 8. 女性管理職に対する NS：経営者の性別比較 

 

図 9. NS の下位概念：経営者の性別比較 
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次に、さらにそれぞれの性別役割志向を経営者の年代ごと(49 歳以下、50 歳代、60 歳代以

上)に分けてグラフ化したものが以下である。度数については、49 歳以下が男性 37 人、女性 7

人、50 歳代が男性 39 人、女性 7 人、60 歳代以上が男性 49 人、女性 2 人である。 

まず固定観念に関しては、49 歳以下の経営者では性別によって差はあまりないが、50 歳代、

60 歳代と年齢が高い層になると、男性経営者と比較して女性経営者の方が固定観念の程度が

下がる傾向が見られた(図 10)。また、パターナリズムに関しても同様の傾向が確認された(図

11)。女性管理職に対する NS については、49 歳以下の経営者では男性経営者の方が女性経営

者よりも女性管理職に対してネガティブなイメージを持っているが、50 歳代ではその差が小

さくなるような傾向が見られた(図 12)。 

 

図 10. 固定観念：経営者の性別比較、年代別 

 

 

図 11. パターナリズム：経営者の性別比較、年代別 
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図 12. NS：経営者の性別比較、年代別 
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図 13．固定観念：業種別比較 

 

 

 

図 14．パターナリズム：業種別比較 
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図 15．女性管理職に対する NS：業種別比較 
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図 16．正社員に占める女性比率と経営者の性別役割意識 

 

 

図 17．女性管理職比率と経営者の性別役割意識 

 

 

図 18．前年度女性離職比率と経営者の性別役割意識 
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図 19．前年度 20 歳代女性離職比率と経営者の性別役割意識 
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図 20．経営者による主観的業績と経営者の性別役割意識 
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度、⑪職種を限定する制度、である。 

同じように女性活躍推進についても、以下の 9 つの制度を導入しているかどうかの質問項目

を使用して、導入していれば 1 点とし合算し、「女性活躍の充実度」の程度を測定した。9 つ

の制度は、①女性社員の活躍部門の拡大、②女性社員の長期キャリア開発計画、③女性社員の

ジョブローテーション（教育的配置転換）、④女性社員を対象としたキャリア開発研修、⑤女

性社員を対象とした個別キャリア面談、⑥女性社員のキャリア意識の啓発、⑦女性社員を対象

としたキャリアや仕事の進め方に関するメンター（助言者）の指名と支援の仕組み、⑧女性活

躍推進を目的とした管理職への啓発、⑨女性活躍推進担当者の任命（兼任含む）、である。両

立支援の充実度、女性活躍の充実度の記述統計は表 2 の通りである。 

 

表 2．両立支援と女性活躍の充実度の記述統計 

  度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 

両立支援の充実度 143 0 7 2.28 1.955 

女性活躍の充実度 141 0 9 2.58 2.643 

 

両立支援の充実度を経営者の性別役割分業意識の低群と高群によって分けたのが図 21 であ

る。図 21 を見ると、固定観念とパターナリズムの高群の方が両立支援の充実度が高く、女性

管理職に対する NS の低群の方で両立支援の充実度が高い。 

これに対し、女性活躍の充実度では、女性管理職に対する NS では両立支援の充実度と同じ

傾向が見られたが、固定観念とパターナリズムでは低群の方が女性活躍の充実度が高い(図 22)。

すなわち、「女性は家庭に入るべきである」といった固定観念の意識や「女性には大変な仕事

は与えない方がいい」というパターナリズムの意識を強く持つ経営者は、そうでない経営者に

比べて両立支援を充実するが、女性活躍は充実させない傾向にあり、逆の意識を持つ経営者は

女性活躍を充実させ、両立支援は充実させない傾向が見られた。 

 

図 21．両立支援の充実度と経営者の性別役割分業意識 
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図 22．女性活躍の充実度と経営者の性別役割分業意識 
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２．「中小企業における人材の定着に寄与する要因の分析」 

余合 淳 

2-1. 分析のテーマ 

ここでは、人材の定着というテーマに限定し、統計分析を行った。 

中小企業では、大企業よりも離職率が高いといわれており、特に新卒採用者の４割が３年で

離職するといわれている（2015 年版中小企業白書）。このため、「中核人材の指導・育成を行

う能力ある社員がいない、もしくは不足」という課題を持つ中小企業も多い（同上）。つまり、

優秀な若手社員を指導・育成することが難しいという課題を抱えている企業も多いと考えられ

る。 

そこで、優秀な人材に長く企業に留まってもらうためにはどうしたらいいのか、離職の原因

について分析したのがこのパートである。あるいは、優秀な人材を採用した際に、その人材が

長く企業に留まってくれるための要因について、統計分析をもとに、検討している。 

ここでの研究課題（リサーチクエスチョン）は、 

 

「中小企業における若手従業員の離職率抑制要因は何か」 

 

である。 

分析にあたっては、以下の２点に着目した。一点目は、従業員の就業意識の原因に関する分

析である。例えば仕事への満足度や会社への愛着などの意識が高いと、離職率は下がるといわ

れており、その意識の醸成には何が必要か、という視点からの分析である。 

もう一点は、離職率そのものの分析である。今回は、性別と年齢で比較しながらの分析を行っ

ている。 

 

2-2. 従業員の就業に関する意識（勤続の意思や自信等） 

2-2-1. 使用した変数や概念 

 本項では、離職そのものではなく、離職に直接影響を与えると学術的に考えられている心理

的態度変数に着目する。そして、それらの態度変数（概念）について簡単に説明する。まず、

離職に影響すると考えられている態度変数に関するする質問項目は、以下の通りである（表３）。

ここで、勤続意思とは、働き続ける意欲を意味し、これが高いほど、組織に定着する可能性が

高まるものとされている。就業継続効力感とは、就業を継続する上での効力感（信念、自信と

いったもの）を意味する。これが高いということは、私は引き続き今いる職場で働き続けられ

るという自信があるということを意味する。職務満足は、現在の仕事内容に満足しているかど

うかを意味する。組織コミットメントは、所属する組織への愛着の程度を意味する。会社に誇

りをもっていたり、愛着を感じていたり、忠誠心があるといった状態であればあるほど、組織

コミットメントが高いという意味であり、これが高いほど離職する確率が低いものとされてい

る。尚、これらの質問項目は「全く当てはまらない」から「大いに当てはまる」の５点尺度で

測定され、一つの概念に複数の質問項目が設定されているものについては、単純に加算平均値



中小企業における女性と若者の活躍推進に関する調査報告（平成 27 年度地域中小企業の人材確保等支援事業）    22 

を用いている。 

 

表 3．使用した変数（就業意識・結果変数） 

従属変数（結果） 項目 

勤続意思 

（働き続ける意欲） 
「この会社で、今後も長く働き続けたい。」 

就業継続効力感 

（働き続ける自信） 

「私は（自分自身あるいは配偶者の）出産や育児等を理由に離職せ

ず、今後も当社で働き続けることができる。」「私は家族の看護・介

護等を理由に離職せず、今後も当社で働き続けることができる。」 

職務満足 「今の仕事に満足している。」 

組織コミットメント 

（会社への愛着） 

「私は、この会社の社員であることを誇りに思っている。」 

「私は、この会社に愛着を持っている。」 

「私は、この会社に対し、忠誠心を感じている。」 

 

 次に、原因となる変数（概念）として、固定観念、パターナリズム、リーダーシップという

３つのキーワードについて説明する。つまり、これらの３要素の高低によって、勤続意思など

の態度が左右するのではないか、という因果関係を想定した分析モデルになっている（表４）。 

まず、固定観念とは、性別にかんする役割分業について、女性は家事や育児に専念すべきで

あるとか、女性は仕事を持たない方がいいといった考え方である。本分析では、このような固

定観念について、経営者本人がどの程度これに賛同するか、また、従業員アンケートの回答者

の直属上司がどのような固定観念を持っているかを部下の解答で尋ねている。パターナリズム

も同様の方法で測定している。パターナリズムは、固定観念とは異なり、女性に対する気遣い、

配慮のような考え方である。職場復帰後の女性は大変そうなので極力責任ある仕事はさせない

であるとか、きつい仕事はさせず、家庭を優先してもらおうといった生活パターンに関する考

え方である。 

３つ目のリーダーシップについては、「高い期待を示す」「フォロワーの啓発」「知的刺激」「個

人の承認」など、全１８項目からなる合成変数である。具体的な全質問項目については、質問

項目一覧を参照されたい。この項目については、上司本人に尋ねるのではなく、部下に対して、

あなたの上司にはこうした項目が当てはまるかを尋ねており、他者（部下）による評価をもと

にした項目となっている。 
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表 4．使用した変数（就業意識・原因変数） 

独立変数（原因） 項目 

固定観念 

（経営者本人／直属上

司） 

「結婚や出産の後は、家事や育児に専念することが女性にとって幸

せであると考えている。」「上司は、結婚した女性は、夫に十分な収

入がある場合には、仕事を持たない方がいいと考えている。」「上司

は、結婚した女性にとっては、自分の仕事をもつよりも、夫の仕事

の手助けをする方が大切であると考えている。」 

パターナリズム 

（経営者本人／直属上

司） 

「出産を経て職場復帰した女性は、大変そうだから責任のある仕事

はさせない方がいいと考えている。」「体力的・精神的にきつい仕事

を、女性が担うことは酷であると考えている。」「家庭を持つ女性が、

夜遅くまで残業することは気の毒であると考えている。」 

リーダーシップ 

（直属上司のみ） 

高い期待を示す「上司は私に高い目標を掲げるように促してくれて

いる。」 

フォロワーの啓発「私の強みを伸ばすために手助けしてくれる。」 

知的刺激「違った角度から問題を見させるようにしている。」 

個 人 の 承 認 「 目 標 を 達 成 し た 際 は 褒 め て く れ る 。」        

など、全１８項目 

 

2-2-2. 分析結果 

 以上の変数をもとに、固定観念、パターナリズム、リーダーシップを原因とし、各態度変数

を結果とする因果関係の検証を想定した重回帰分析を行った（表 5・表 6）。分析に際しては、

従業員の年齢や配偶者の有無、子供の有無といった個人属性による影響を制御するため、これ

らの変数もモデルに同時投入している（このような変数を統制変数と呼ぶ）。 

 表 5 において、数字の右側に＊マークや†マークのある独立変数（原因）が、従属変数（結

果）に対して影響を及ぼす要因である（統計的に有意である）。例えば、従業員の年齢は、男

女ともに勤続意思に影響を及ぼすことが確認できる。この数字（.140、.238）は影響の方向性

や強さを意味する。この数値が正の値の場合、独立変数が高くなればなるほど、従属変数が高

くなることを意味する。ここでは、男女ともに、年齢が高くなればなるほど、勤続意思が高く

なる傾向があることを意味している。 
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表 5．分析結果（勤続意思・就業継続効力感） 

  従属変数 勤続意思 就業継続効力感 

  独立変数 男性 女性 男性 女性 

統
制
変
数 

従業員年齢 .140 ** .238 *** .030   .178 ** 

従業員配偶者有ダミー -.124 * -.041   -.129 * .008   

従業員子供有ダミー -.065   .103 † -.027   .181 ** 

従業員事務職ダミー .048   -.021   .062   .057   

従業員企画職ダミー -.099 * -.033   -.037   .088 † 

従業員技術職ダミー .109 † .027   .089   .030   

従業員営業職ダミー .087   -.039   .106 † .096 † 

従業員生産技能職ダミー .048   -.039   .084   .059   

従業員サービス技能職ダミー .042   -.065   .016   .051   

統
制
変
数 

回答者数 10～19 ダミー .045   -.004   .085   -.027   

回答者数 20以上ダミー -.039   -.095   -.013   -.136 † 

経営者年齢 -.065   -.007   -.071   -.018   

経営者女性ダミー -.079   -.045   -.019   -.027   

経営者配偶者有ダミー -.040   .101 † .064   .108 † 

経営者子供有ダミー -.187 *** -.040   -.077   -.075   

独
立
変
数 

直属上司のリーダーシップ .398 *** .386 *** .233 *** .191 *** 

直属上司の固定観念 .002   -.047   .006   -.119 * 

直属上司のパターナリズム -.077 † -.024   -.001   -.004   

独
立
変
数 

経営者の固定観念 -.087 † -.071   -.110 † -.109 † 

経営者のパターナリズム -.066   -.018   .018   .061   

  R2 .261   .293   .114   .188   

 調整済み R2 .233   .255   .081   .144 
 

  F値 9.376 *** 3.976 *** 3.420 *** 4.266 *** 

 
†; p <.10, *; p <.05, **; p<.01, ***; p<.001 

 

 その他統制変数による影響をみてみると、男性では配偶者があるほど、勤続意思や就業継続

効力感は下がる傾向にある可能性が高い。また、女性では子供がいるほうが、いない場合より

も勤続意思や効力感が高くなる傾向なども読み取れる。 

 では、リーダーシップや固定観念ではどうか。まず、直属上司のリーダーシップに関しては、

一貫して、従業員の態度に対し強い正の影響が見られた。すなわち、部下が直属上司のリーダ

ーシップを知覚していればいるほど、勤続意思や効力感、コミットメントといったものが高ま

る傾向にある。更に、その数値をみると、他の変数に比して、非常に大きい値となっており、

その影響力の強さがうかがわれる。すなわち、直属上司のリーダーシップは、従業員の離職に
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大きく影響を与えることが、読み取れる。直属上司に関しては、リーダーシップは男女ともに

プラスの方向、つまり良い影響を与えていることが分かる。一方、経営者の固定観念は働き続

ける自信や意欲を減らしてしまう傾向がある。また、パターナリズムは、男性の勤続意思を低

くしてしまう可能性があることがわかる。また、経営者側の要因としても、固定観念は男女と

もにマイナスの影響がある可能性があるようである。結果の変数を満足度と愛着に変えたもの

が表 6 であるが、こちらも概ね同様の傾向がある。経営者の固定観念は、男女とも、特に男性

に悪い影響を与えていることが分かる。 

 

表 6．分析結果（職務満足・組織コミットメント） 

  従属変数 職務満足 組織コミットメント 

  独立変数 男性 女性 男性 女性 

統
制
変
数 

従業員年齢 .029   .140 * .103 * .169 ** 

従業員配偶者有ダミー -.126 * .011   -.147 ** -.003 
 

従業員子供有ダミー -.050   .067   -.028   .132 * 

従業員事務職ダミー .044   -.049   .054   -.103 † 

従業員企画職ダミー -.004   .010   .024   -.076 
 

従業員技術職ダミー .098 † .037   .120 * -.092 † 

従業員営業職ダミー .068   -.079   .094 † -.059 
 

従業員生産技能職ダミー .010   -.011   .019   -.036 
 

従業員サービス技能職ダミー .037   .024   .031   -.056 
 

統
制
変
数 

回答者数 10～19 ダミー .071   -.062   -.002   .006   

回答者数 20以上ダミー -.007   -.097   -.024   -.167 * 

経営者年齢 -.009   .014   -.021   -.025   

経営者女性ダミー .001   -.012   -.006   -.066   

経営者配偶者有ダミー -.072   .144 * -.080   .069   

経営者子供有ダミー -.130 * -.056   -.068   -.048   

独
立
変
数 

直属上司のリーダーシップ .316 *** .388 *** .447 *** .486 *** 

直属上司の固定観念 -.006   .004   .020   .008 
 

直属上司のパターナリズム .017   -.031   -.031   -.059 
 

独
立
変
数 

経営者の固定観念 -.140 * -.003   -.161 ** -.117 * 

経営者のパターナリズム .004   .037   -.027   .003   

  R2 .179   .199   .305   .338   

 調整済み R2 .148   .155   .279   .302 
 

  F値 5.799 *** 4.559 *** 11.639 *** 9.282 *** 

 
†; p <.10, *; p <.05, **; p<.01, ***; p<.001 
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2-3. 企業の離職率 

2-3-1. 使用した変数や概念 

 次に、企業の離職率を結果変数とするような分析を行う。分析に際し、結果変数として使用

した変数は表 7 の通りである。使用したものはすべて離職率だが、大別すると過去３年の離職

率と、前年度の離職率に分けられる、また、前年度の離職率は更に、男女別、そして 20 代と

いう若手世代の離職率に特化した数値でも計算されている。 

 また、原因変数については、前節と同様、固定観念とパターナリズムを使用している（表 8）。 

 

表 7．使用した変数（離職率・結果変数） 

従属変数（結果） 項目 

離職率（過去３年） 

3 年前（2012 年 4 月～2013 年 3 月）に入社した正社員数（新卒、

中途含む）の数を１００としたとき、現在勤務していない者の比率

（100－定着率） 

前年度 

（男性・女性）離職率 
前年度の正社員の離職者数（定年退職を除く、男女別）／正社員数 

前年度 20 代 

（男性・女性）離職率 

前年度の 20 代正社員の離職者数（定年退職を除く、男女別）／正社

員数 

 

表 8．使用した変数（離職率・原因変数） 

独立変数（原因） 項目 

経営者の固定観念 

「結婚や出産の後は、家事や育児に専念することが女性にとって幸

せであると考えている。」「上司は、結婚した女性は、夫に十分な収

入がある場合には、仕事を持たない方がいいと考えている。」「上司

は、結婚した女性にとっては、自分の仕事をもつよりも、夫の仕事

の手助けをする方が大切であると考えている。」 

パターナリズム 

「出産を経て職場復帰した女性は、大変そうだから責任のある仕事

はさせない方がいいと考えている。」「体力的・精神的にきつい仕事

を、女性が担うことは酷であると考えている。」「家庭を持つ女性が、

夜遅くまで残業することは気の毒であると考えている。」 

 

2-3-2. 分析結果 

 分析結果は表 9 及び表 10 である。まず、３年前を基準とした場合の離職率についてみると、

従業員の職種や個人属性、それから経営者の属性といった統制変数によって、離職率の高低が

異なることが確認できる。例えば、従業員の年齢が高くなるほど離職率は低くなる傾向にあり、
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女性の方が離職率は高い傾向にある。また、事務職や技術職、営業職、生産技能職という職種

では離職率が低くなる傾向があるのに対し、サービス技能職では離職率が高くなる傾向がある。

こうした傾向は、産業別に労働力の需給のギャップや、処遇状況や賃金水準といったマクロ経

済の影響によるものと考えられる。 

 固定観念とパターナリズムについては、経営者が固定観念を持っているほどその企業の離職

率が高くなり、パターナリズムは、離職率を抑制するような要因となっている。 

 

表 9．分析結果（３年前比離職率） 

  従属変数 離職率 

（3 年前比）   独立変数 

統
制
変
数 

従業員女性ダミー .109 ** 

従業員年齢 -.136 *** 

従業員配偶者有ダミー -.012   

従業員子供有ダミー .067   

従業員事務職ダミー -.283 *** 

従業員企画職ダミー -.027   

従業員技術職ダミー -.141 *** 

従業員営業職ダミー -.147 *** 

従業員生産技能職ダミー -.138 *** 

従業員サービス技能職ダミー .077 * 

統
制
変
数 

回答者数 10 から 19 ダミー .266 *** 

回答者数 20以上ダミー .081 † 

経営者年齢 -.058 † 

経営者女性ダミー -.191 *** 

経営者配偶者有ダミー .130 ** 

経営者子供有ダミー -.081 † 

独
立
変
数 

経営者の固定観念 .155 *** 

経営者のパターナリズム -.227 *** 

  R2 .174   

 調整済み R2 .156   

  F値 9.779 *** 

 
†; p <.10, *; p <.05, **; p<.01, ***; p<.001 

 
 

 次に、直近の離職率について、男女別、年代別に分析を行っているのが表 10 の結果である。 

経営者の固定観念は、前述の３年前比とは逆の傾向で、前年度では全年齢、及び 20 代男性に

おいては離職率を低減させる、つまり離職を減らす傾向があることが分かる。しかし、20 代
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女性の離職率に関しては、結婚したら仕事をやめるべきといった女性に対する固定観念があれ

ばあるほど、離職率が上がる傾向にある。 

パターナリズムについては、こちらは男性の離職率を下げる傾向があるが、女性に影響を及

ぼしていない（＊マークがない）。すなわち、従業員意識の分析と同様、パターナリズムは、

男性によい（離職率を抑える）影響を与えているように考えられる。 

 

表 10．分析結果（男女別・年代別離職率） 

  従属変数 前年度全年齢離職率 前年度 20代離職率 

  独立変数 男性 女性 男性 女性 

統
制
変
数 

従業員女性ダミー               
 

従業員年齢 -.051   -.094 † -.045 
 

-.138 * 

従業員配偶者有ダミー -.004   -.044 
 

.055 
 

-.051 
 

従業員子供有ダミー .000   .084 † -.025   -.006 
 

従業員事務職ダミー -.091 * -.193 *** -.123 ** -.124 * 

従業員企画職ダミー .155 *** -.090 * .049   -.065 
 

従業員技術職ダミー .027   -.095 * .043   -.147 ** 

従業員営業職ダミー .132 * -.178 *** .138 ** -.148 ** 

従業員生産技能職ダミー -.023   -.095 * -.051   -.113 * 

従業員サービス技能職ダミー .060   .137 ** -.066 † .048 
 

統
制
変
数 

回答者数 10 から 19 ダミー -.254 *** -.061   -.095 * -.174 * 

回答者数 20以上ダミー -.166 ** .318 *** .043   .034   

経営者年齢 -.335 *** .245 *** -.414 *** .394 *** 

経営者女性ダミー -.169 ** .080   -.196 *** -.055   

経営者配偶者有ダミー -.005   .068   .041   -.243 ** 

経営者子供有ダミー .066   .242 *** -.064   .436 *** 

独
立
変
数 

経営者の固定観念 -.128 * -.194 *** -.297 *** .233 *** 

経営者のパターナリズム -.195 ** .025   -.346 *** -.085   

  R2 .293   .480   .500   .391   

 調整済み R2 .269   .454   .483   .356 
 

  F値 18.162 *** 9.165 *** 29.681 *** 11.325 *** 

 
†; p <.10, *; p <.05, **; p<.01, ***; p<.001 

       
 

2-4. 考察とまとめ 

 以上の分析結果をまとめると、図 23 から図 27 のようになる。まず、一つ目の分析からは、

リーダーシップの重要性が指摘できる（図 23）。また、固定観念の女性への悪影響が確認でき

る（図 23 及び図 24）。一方、男性についても、固定観念は悪い影響があり、勤続意思などを
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低くしてしまう可能性があることが分かる。但し、パターナリズムについては、男性の勤続意

思を高める傾向もあることが分かった（図 23）。 

 

図 23．分析結果（直属上司と態度変数） 

 

 

 

図 24．分析結果（経営者と態度変数） 

 

 

 

離職率の分析においては、固定観念が３年前比で離職率を高める傾向が、パターナリズムが

抑制する効果を持つ（図 25）。 
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図 25．分析結果（３年前比離職率） 

 

 

 ただし、男女別、年代別に直近の離職率をみると、特に２０代女性の離職率に関しては、経

営者に固定観念があるほど離職率が高まり、それ以外の世代には離職率を下げるような効果が

ある。パターナリズムは、男性のみ、離職率を下げる効果があることが分かった。 

 

図 26．分析結果（男女別・年代別離職率） 

 

 

まず、直属上司については、リーダーシップの重要性が指摘できる。リーダーシップを部下

が認識しているほど、彼（女）らはますます会社に定着すると考えられる。また、女性は結婚

したら仕事を辞めるべきといった固定観念があると、女性は働き続ける自信を無くす、という

傾向もある。 

解釈に注意が必要なのが、パターナリズムが男性の勤続意思を高めるという点である。パタ
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ーナリズムは、女性は出産後大変だろうから、簡単な仕事を与えてあげるといった、一見して

悪気のない親切心から生まれる配慮である。しかし、その影響によって男性側の働き続ける意

欲が高まる傾向がある。こうした配慮は、よりタフな仕事を男性に任せる、ということも意味

する。難しいけれども大きな仕事というものは男性にとって働き続けられる一つのきっかけに

なっているのかもしれない。しかし、これは女性への配慮、極端に言えばやりがいある仕事か

ら外すことで成立している意欲であり、これを望ましいものとして良いかどうかについて疑問

符がつくと思われる。 

一方、経営者については、固定観念は男女ともに定着に悪影響がある。女性は結婚したらや

めるべきというような固定観念は、男性の定着にすら悪影響があるわけであり、こうした（頑

固な）考え方を持っていればいるほど、男性従業員であっても、辞めたくなってしまうのかも

しれない。 

また、離職率の分析を全体としてみると、固定観念があると、若い女性ほど離職するリスク

があることが分かる。また、女性への配慮があると、離職率が下がることから、一見すると、

この配慮は必要なものにも思われる。 

しかし、男女別にみたもので分かるように、パターナリズムが聞いているのは主として男性

である。上述のように、女性にタフな仕事を任せないということは、相対的に男性に難しい仕

事が割り当てられることを意味する。つまり、女性が活躍しにくい職場であることによって男

性が定着しているということになる。果たして、これは本当に良い定着といえるのであろうか。 

出産や育児のようなライフイベントは、若い女性、20 代や 30 代の女性が当事者であって、

出産や育児を残り超えたベテランの女性や、男性にとっては他人事にもなりかねない。つまり、

若い女性が辞めてしまうことによって、自分たちの仕事が守られ、居座ることができる部分が

あるともいえる。 

つまり、定着率の向上も重要ではありますが、なぜ定着しているかという要因を検討した場

合に、若い女性が辞めたり、タフでやりがいのある仕事をやらなかったりすることによっても

たらされている定着である可能性について、考慮せねばならない。女性には大変な仕事をさせ

ず、極力家庭を優先してもらうような働きかけをもし企業側がしているとすれば、仕事と私生

活との調和や、男女や年代別にどのように分業すべきか、という人事管理の根本的な問題につ

いて、今後検討されなければならない。 
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３．ワーク・ライフ・バランスに関する分析 

岸野 早希 

3-1. ワーク・ライフ・バランスとは 

ワーク・ライフ・バランス(Work-Life Balance: WLB)とは何か。WLB に関する定義は国や研

究者によって様々になされている。例えば、男女共同参画局(2007)の定義によると「男女がと

もに、人生の各段階において、仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など、様々な活動

について、自らの希望に沿った形で、バランスを取りながら展開できる状態のこと」である。

また、 厚生労働省(2006)では「働く人が仕事上の責任を果たそうとすると、仕事以外の生活

でやりたいことや、やらなければならないことに取り組めなくなるのではなく、両者を実現で

きる状態のこと」と定義されている。つまり、WLB とは仕事も私生活もどちらも充実させて

いこうという取り組みのことであり、私生活を中心とした議論ではない点に注意が必要である。

また、WLB はライフイベントに直面した女性だけの議論ではなくすべての世代の男女を含め

た議論である。 

 

3-2. ワーク・ライフ・バランスがもたらす効果 

 WLB を推進することにより下記のようなメリット・デメリットが企業にもたらされる(Dex 

& Scheible, 2000)。まず、メリットとしてはリクルーティング費用・常習的な欠勤・病気の減

少、定着率・モラル・生産性の増加、訓練投資からのリターン、企業イメージの向上、応募者

の質の向上、競合他社への知的労働者の流出防止が挙げられる。次に、デメリットとしては施

策利用者の人数分の年間コスト、代替要員のコスト、生産性の一時的低下、施策を使えない労

働者のモラルの低下が挙げられる。WLB の推進は短期的にはデメリットが目立つ。しかし、

中・長期的には WLB によって企業が享受できるメリットが増加し、さらに従業員の行動にお

いても WLB がとれていることにより、生産性や仕事の態度に影響を与える多くの態度や行動

の変化が見られるようになる。 

 本調査においても調査対象者を WLB 満足度の高群(平均値が 3 以上のグループ)と WLB 満

足度の低群(平均値が 3 より下のグループ)の 2 つに分け1、WLB 満足度の高低によって以下の

8 つの変数との関係がどのように異なるのかを検証した。 

①ワーク・ライフ・コンフリクト（仕事から私生活に対する葛藤） 

②エンゲージメント（仕事への熱中） 

③職務満足（今の仕事への満足度） 

④勤続意思（これからもこの会社で働き続ける意思） 

⑤コミットメント（会社への帰属意識） 

⑥就業継続効力感（この会社で働き続けることができる） 

⑦昇進志向（この会社で昇進していきたい） 

⑧昇進効力感（この会社で昇進していけるだろう） 

                                                   
1 本調査では質問項目は 5 点尺度によって測定された。選択肢の最小値は 1、最大値は 5 である。また、ア

ンケートの得点の指標となる基準値は 3 である。 
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 尚、WLB 満足度については以下の 5 つの質問項目（表 11）によって構成されている。 

 

表 11. ワーク・ライフ・バランス満足度 

 

 

 ①のワーク・ライフ・コンフリクトについては仕事により私生活において葛藤を抱いている

程度を測定しているため、低いほど良い項目である。②〜⑧の項目については仕事や会社に対

するポジティブな態度や思考を測定しているため、高いほど良い項目である。 

 図 27、図 28 で示すとおり、WLB 高群は①のワーク・ライフ・コンフリクトの数値が WLB

低群と比べて低くなっている。 ②エンゲージメント、 ③職務満足、④勤続意思、 ⑤コミッ

トメント、 ⑥就業継続効力感、 ⑦昇進志向、⑧昇進効力感については、WLB 高群は WLB

低群に比べてすべての項目の平均値が高くなっている。つまり、ワーク・ライフ・バランスが

とれていると感じている従業員は、会社への帰属意識や愛着度が高く、また仕事への満足度や

昇進意欲が高くなっている。 

 

図 27：WLB 満足度の高低による比較①〜④ 

 

 

 

 

 

 

 

私は仕事と家庭(もしくは私生活)のバランスに満足している.

仕事と家庭(もしくは私生活)のどちらにも時間をかけることができている.

仕事と家庭(もしくは私生活)のどちらにも意欲的に取り組むことができている.

仕事と家庭(もしくは私生活)での役割のどちらもうまく果たすことができている．

仕事と家庭(もしくは私生活)のどちらにも満足している.
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図 28：WLB 満足度の高低による比較⑤〜⑧ 

 

  

 

3-3. ワーク・ライフ・バランスを高めるための要因の検証 

 上記で見てきたように、従業員が WLB をとることができていることは企業と従業員本人に

様々な恩恵をもたらす。では WLB を高めるにはどうしたら良いのだろうか。以下では、職場

での上司の行動に着目して WLB を高める要因を男女別に検証する。そして 1 つ目の分析とし

て上司の家族的支援的行動と WLB の関係を検証する。次に 2 つ目の分析として上司の変革型

リーダーシップと WLB の関係の検証を行う2。 

 

3-3-1. 上司の家族支援的行動とワーク・ライフ・バランス 

 上司の家族支援的行動(Family Supportive Supervisory Behavior)とは上司によって示され

る家族支援的な行動のことである(Hammer, Kossek, Zimmerman & Daniels, 2007)。上司の

家族支援的行動は従業員の WLB への反応を変える役割をもっているとされる。さらに、上司

の家族支援的行動は施策の利用の促進や WLB に支援的な職場環境の醸成につながるとされて

いる。そして上司の家族支援的行動は両立支援の創造、精神的支援、仕事における支援、ロー

ルモデル（お手本）としての行動、という 4 つの上司の行動特性によって示される。1 つ目の

両立支援の創造とは上司がチームのマネジメントや仕事のやり方を工夫していることである。

2 つ目の精神的支援とは上司が仕事と私生活の要望や問題を聞いてくれることである。3 つ目

の 仕事における支援とは私生活で問題が起こった際に上司が仕事面で助けてくれることであ

る。4 つ目のロールモデルとは上司が WLB をとるためのお手本となっていることである。 

 本調査ではこれらの 4 つの上司の家族支援的行動を以下の質問項目によって測定した（表

12）。 

 

                                                   
2 本章の分析においては、重回帰分析を用いて検証行う。また双方の分析において統制変数として、「年齢」、

「職種」(その他職種を基準として事務職ダミー、企画職ダミー、技術職ダミー、営業職ダミー、生産技術職

ダミー、サービス技能職ダミーを投入)、「配偶者の有無」、「子どもの有無」、「残業時間」を用いている。 

コミットメント	
就業継続効力

感	
昇進志向	 昇進効力感	
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WLB高群	 3.47	 3.27	 3.17	 2.50	
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表 12. 上司の家族支援的行動 

 

 

 3-3-1-1. 上司の家族支援的な行動と WLB 満足度の関係(男性従業員) 

 まず男性従業員の WLB 満足度と上司による家族支援的行動との関係を検証した(表 13)。そ

の結果、上司の「仕事における支援」を知覚している男性従業員ほど WLB 満足度が高くなっ

ている。つまり、WLB に対する支援行動として具体的な行動(私生活で問題が発生した場合に

仕事を代わってくれたり、スケジュール変更へ対応するなど)を上司が示していて、さらにそれ

が従業員に知覚されている場合には男性従業員の WLB 満足度は高まるということである。そ

の他の上司による家族支援的行動の要素である「精神的な支援」、「ロールモデル（お手本）と

しての行動」、「両立支援の創造」については男性従業員の WLB 満足度に対して影響を与えて

いなかった。 

 また、統制変数として投入した変数について記述する。配偶者のいる男性従業員は配偶者の

いない男性従業員よりも WLB 満足度が高い。子どもがいる男性従業員は子どものいない男性

従業員よりも WLB 満足度が低くなっている。残業時間については時間が増加するほど WLB

満足度は低くなっている。年齢や職種については、これらの違いによる WLB 満足度の高低に

は違いは見られなかった。 
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表 13: 上司の家族支援的な行動と WLB 満足度の関係に関する分析結果(男性従業員) 

 

 

3-3-1-2. 家族支援的な上司行動と WLB 満足度の関係(女性従業員) 

 次に女性従業員の WLB 満足度と上司による家族支援的行動との関係を検証した(表 14)。そ

の結果、上司を「ロールモデル（お手本）」として女性従業員が知覚しているほど WLB 満足

度が高まる。つまり、上司自身が WLB をとることができている、あるいはとろうという姿勢

を見せてそれを知覚させることが女性従業員の WLB 満足度を高めることにつながる。これよ

り、上司が WLB をとることが従業員(特に女性従業員)の WLB 満足度に関係してくることが

分かる。したがって、管理職も含めた職場全体で WLB 満足度を高めていくことが求められる。 

 上司の家族支援的行動の「精神的な支援」、「仕事における支援」、「両立支援の創造」につい

ては女性従業員の WLB 満足度に対して影響を与えていなかった。 

 また、統制変数として投入した変数について記述する。残業時間が増加するほど女性従業員

の WLB 満足度は低くなっている。その他の年齢、配偶者の有無や子どもの有無、職種による

WLB 満足度の高低に違いは見られなかった。 

 

 

 

model1

＜従属変数＞ WLB

＜独立変数＞ β

年齢 -.050

事務職ダミー .012

企画職ダミー .043

技術職ダミー .010

営業職ダミー -.016

生産技術職ダミー .025

サービス技能職ダミー .006

配偶者の有無 .224***

子どもの有無 -.093†

残業時間 -.288***

クリエイティブなWFマネジメント .078

感情的サポート -.009

道具的サポート .128*

ロールモデル .055

N 587

R2 .169

adj. R2 .149

F-statistics 8.320***

†p<.100; *p<.05; **p<.01; ***p<.001 
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表 14：上司の家族支援的な行動と WLB 満足度の関係に関する分析結果(女性従業員) 

 

 

3-3-1-3. 分析のまとめ 

 上司の家族支援的行動が従業員の WLB 満足度に与える影響については男女で反応が異なっ

ていた。男性従業員では私生活で問題が発生した場合に上司が仕事を代わってくれたり、スケ

ジュールへの対応などの具体的な支援行動を示していると知覚している場合に WLB 満足度が

高まる。一方、女性従業員では上司がロールモデル（お手本）となっていると知覚している場

合に WLB 満足度が高まる。したがって、従業員の WLB を満足度の向上のためには上司自身

が WLB をとれていることも重要となることが明らかとなった。 

 また、統制変数として用いた残業時間については、男女ともに残業時間が増加するほど WLB

満足度が低くなるという結果が得られた。 

 

3-3-2. 変革型リーダーシップとワーク・ライフ・バランス 

 変革型リーダーシップとはリーダーが掲げる目標に対し、リーダーがフォロワーを知的に刺

激し、個々の違いを認識し、フォロワーの強みをさらに伸ばすことで、フォロワーが自らの意

志で参加意識を高めるように促すリーダーシップのことである(Bass, 1985; 小野, 2011)。本節

model1

＜従属変数＞ WLB

＜独立変数＞ β

年齢 -.052

事務職ダミー .062

企画職ダミー .062

技術職ダミー .039

営業職ダミー .021

生産技術職ダミー .023

サービス技能職ダミー .054

配偶者の有無 -.011

子どもの有無 .060

残業時間 -.336***

クリエイティブなWFマネジメント .101

感情的サポート -.075

道具的サポート .077

ロールモデル .160*

N 422

R2 .208

adj. R2 .181

F-statistics 7.656***

†p<.100; *p<.05; **p<.01; ***p<.001 
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では上司の変革型リーダーシップがどのようなメカニズムを通じて部下の WLB 満足度に影響

しているのかを検証する。WLB については、仕事は悪いものとして捉えて議論が行われてい

る傾向が見られるが、本章の最初で述べたように、WLB とは仕事も私生活もどちらも充実さ

せていこうということであり、私生活を中心とした議論ではない。従って、WLB をとる上で

は仕事面が充実することも重要である、という視点より、変革型リーダーシップに着目した検

証を行う。 

 変革型リーダーシップは高い期待を示す、フォロワーの啓発、知的刺激個人の承認の 4 つの

構成要素からなる(Wang & Howell, 2010)。1 つ目の高い期待を示すとは、上司が信頼を示し

たり目標を高く掲げるように後押しをしてくれたりすることである。2 つ目のフォロワーの啓

発とは、上司が強みや能力を伸ばす機会や手助けをしてくれることである。3 つ目の知的刺激

とは上司が様々な角度や方法で問題を捉えるように促してくれることである。4 つ目の個人の

承認とは目標を達成した際に上司が褒めてくれたり仕事を認めてくれたりすることである。 

 これらの上司の変革型リーダーシップ行動によって部下は仕事に対して意義を見出すこと

ができ、またその意義を追求するための後押しを上司から得られ、さらに目標を達成した際に

は承認されるため、こうした循環から部下は仕事での充実感を得られる。そして、仕事が充実

することによるポジティブな感覚は私生活にも伝播し、そして WLB につながると考えられる。

ここでの仕事での充実感を捉えるために本分析では「エンパワーメント」を用いる。 

 エンパワーメントとは個人の仕事役割の方向を反映した有意味感、有能感、自己決定感、イ

ンパクトの 4 つの認知で表された内的なモチベーションのことである（Spreitzer, 1995）。1

つ目の有意味感とは仕事に対して感じている意味のことである。2 つ目の有能感とは自分の能

力に対する自信のことである。3 つ目の自己決定感とは自身の仕事に持つ裁量の程度である。

4 つ目のインパクトとは所属部署での影響力のことである。 

 上司の変革型リーダーシップが仕事への鼓舞を促し、部下のエンパワーメントを高める。そ

してエンパワーメントが高揚するポジティブな経験が部下の WLB 満足度に影響する。このよ

うなメカニズムによって変革型リーダーシップは WLB 満足度に影響を与えるということを想

定して以下では分析を行う。 

 尚、本調査では変革型リーダーシップとエンパワーメントを以下の質問項目によって測定し

た（表 15,  表 16）。 
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表 15. 変革型リーダーシップの測定 

 

  

表 16. エンパワーメントの測定 

 

 

 

3-3-2-1. 変革型リーダーシップ、エンパワーメントとワーク・ライフ・バランス満足度の関係

(男性従業員) 

 まず男性従業員の変革型リーダーシップ、エンパワーメントと WLB 満足度の関係を検証し

た(表 17)。model1 では WLB 満足度と変革型リーダーシップとの関係を検証している。この

分析により、変革型リーダーシップを知覚している男性従業員ほど WLB 満足度が高いことが

明らかとなった。そして model2~model7 の分析により、上司の変革型リーダーシップは男性

従業員のエンパワーメントの有意味感やインパクトを高めることを通じて男性従業員の WLB

満足度を高めていることが明らかとなった。つまり上司の変革型リーダーシップ行動によって

私の仕事は私にとって非常に重要である.

私の職務活動は私個人にとって意味深いものである.

私の仕事は私個人にとって意味深いものである.

私は仕事をこなすための自分の能力に自信がある.

私は仕事を遂行する能力に自信がある.

私は自分の仕事に必要な能力を習得している.

私にはどのように仕事を行うかを自ら決める裁量がある.

私は仕事にどのように取り掛かるかを自分で決めることができる.

私は仕事の遂行の仕方に自立性と裁量をかなり持っている.

所属部署での私の影響力は強い.

私は所属部署で起こることに強い権限を持っている.

私は所属部署で起こることに対して影響力を発揮している.

有意味感

有能感

自己決定感

インパクト
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部下は仕事に対して意義を見出すことや仕事での自分の影響力を感じることができる。またそ

の意義や影響力をさらに追求するための後押しを上司から得られ、目標を達成した際には上司

からの承認を受けられるため、こうした循環によって部下は仕事から充実感を得られ、そして

WLB 満足度が高まる。 

 

表 17：変革型リーダーシップ、エンパワーメントと 

WLB 満足度の関係に関する分析結果(男性従業員) 

 

  

 

 

 

 

3-3-2-2. 変革型リーダーシップ、エンパワーメントとワーク・ライフ・バランス満足度の関

係(女性従業員) 

 次に、女性従業員の変革型リーダーシップ、エンパワーメントと WLB 満足度の関係を検証

した(表 18)。model1 では WLB 満足度と変革型リーダーシップとの関係を検証している。こ

の分析により、変革型リーダーシップを知覚している女性従業員ほど WLB 満足度が高いこと

が明らかとなった。そして model2~model7 の分析により、上司の変革型リーダーシップは有

意味感を通じて女性従業員の WLB 満足度を高めていることが明らかとなった。つまり上司が

変革型リーダーシップを示していることを知覚することは、女性従業員が仕事に意味を見出す

ことにつながり、そして女性従業員の WLB 満足度を高めることにつながる。 

表 18：変革型リーダーシップ、エンパワーメントと WLB 満足度の関係に関する分析結果(女

性従業員) 

model1 model2 model3 model4 model5 model6 model7

＜従属変数＞ WLB
心理的エンパワー

メント(有意味感)

心理的エンパワー

メント(有能感)

心理的エンパワー

メント(自己決定感)

心理的エンパワー

メント(インパクト)
WLB WLB

＜独立変数＞ β β β β β β β

年齢 -.038 .050 .126 .194*** .259*** -.099* -.082†

事務職ダミー .008 .032 -.027 .009 -.067 .016 .010

企画職ダミー .030 .102* -.013 .070 .086† -.009 .000

技術職ダミー .019 .101 .003 -.037 -.156* .034 .026

営業職ダミー .005 .050 -.032 .017 -.136* .020 .008

生産技術職ダミー .039 -.089 -.053 .003 -.057 .057 .062

サービス技能職ダミー .003 .126* .035 .063 .001 -.020 -.023

配偶者の有無 .230*** .107* .118* .149* .011 .202*** .199***

子どもの有無 -.113* -.041 .019 -.062 .109† -.108* -.109*

残業時間 -.310*** .030 .027 .040 .075† -.315*** -.323***

変革型リーダーシップ .214*** .358*** .115** .105* .128** .131**

心理的エンパワーメント (有意味感) .226*** .171***

心理的エンパワーメント (有能感) .026 .007

心理的エンパワーメント (自己決定感) .048 .061

心理的エンパワーメント(インパクト) .116* .106*

N 575 575 575 575 575 575 575

R2 .169 .197 .064 .085 .143 .207 .220

adj. R2 .153 .181 .046 .068 .127 .188 .199

F-statistics 10.528*** 12.707*** 3.529*** 4.838*** 8.670*** 10.630*** 10.496***

†p<.100; *p<.05; **p<.01; ***p<.001 

変革型    

リーダーシップ 

・有意味感   

・インパクト 

男性従業員 

WLB 満足度 
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3-3-2-3. 分析のまとめ 

 男性従業員・女性従業員ともに上司の変革型リーダーシップを知覚しているほど WLB 満足

度が高まる。そして変革型リーダーシップがどのような経緯で従業員の WLB につながるのか

を捉えた際、男性従業員の場合は仕事での有意味感とインパクトを通じて、女性従業員の場合

は仕事での有意味感を通じて WLB 満足度を高めることにつながる。 

 ここでの分析の目的は仕事面を充実させることを通じても WLB 満足度を高めることができ

るのかを検証することであり、本分析により仕事面を充実させることによっても WLB 満足度

を高めることができることが明らかとなった。しかし、ただ単に仕事を与えるということだけ

では従業員にとっては仕事の負担が増加したという捉え方をされてしまう。本分析により、上

司が部下を仕事へと焚きつける際には期待を示すことや啓発、刺激をすること、そして承認す

ることが重要であることが示されている。従って、従業員の WLB 満足度を高めることへとつ

なげるためにも。上司には部下が行う仕事にどのような意味があるのかを見出せるような仕事

の与え方をするなど、仕事を与える際の工夫が求められる。 

  

 

3-4. 本章のまとめ 

 従業員の WLB の実現のためには上司による従業員の WLB に対する支援や仕事に充実感を

持たせるようなマネジメントが求められる。WLB とは仕事と私生活の双方を充実させること

model1 model2 model3 model4 model5 model6 model7

＜従属変数＞ WLB
心理的エンパワー

メント(有意味感)

心理的エンパワー

メント(有能感)

心理的エンパワー

メント(自己決定感)

心理的エンパワー

メント(インパクト)
WLB WLB

＜独立変数＞ β β β β β β β

年齢 -.042 .145** .347*** .290*** .289*** -.146** -.128*

事務職ダミー .060 .012 -.016 .058 .054 .049 .057

企画職ダミー .068 .083† .098† -.001 .043 .037 .037

技術職ダミー .023 .028 .008 .031 .059 .017 .014

営業職ダミー -.003 .036 .001 .093 .003 -.023 -.027

生産技術職ダミー .024 -.036 .077 .020 .088† .029 .032

サービス技能職ダミー .036 .067 .033 .037 .065 .023 .008

配偶者の有無 -.033 -.015 -.070 -.114* -.015 .003 -.013

子どもの有無 .091 .125* .000 -.004 -.056 .041 .048

残業時間 -.364*** .054 -.067 -.026 .068 -.375*** -.367

変革型リーダーシップ .196*** .385*** .062 .140** .288*** .061

心理的エンパワーメント (有意味感) .331*** .330***

心理的エンパワーメント (有能感) .057 .060

心理的エンパワーメント (自己決定感) .090 .088

心理的エンパワーメント(インパクト) .002 -.021

N 421 421 421 421 421 421 421

R2 .188 .195 .123 .085 .148 .301 .311

adj. R2 .166 .173 .100 .061 .126 .277 .285

F-statistics 8.688*** 5.954*** 5.302*** 3.507*** 6.552*** 9.102*** 12.161***

†p<.100; *p<.05; **p<.01; ***p<.001 

変革型    

リーダーシップ 
・有意味感   

女性従業員 

WLB 満足度 
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である。本章では職場における上司行動に着目して従業員の WLB への影響を検証した。上司

の家族支援的行動については従業員が WLB の私生活の面を充実できるようにするための上司

行動であり、変革型リーダーシップについては従業員が WLB の仕事の面を充実させることが

できるような上司行動である。そして、本章での検証により上司が家族支援的な行動をとるこ

とや変革型リーダーシップを示すことは性別や年齢に関係なく従業員が仕事と私生活の双方

を充実させることの重要な要因となっていることが明らかとなった。また、従業員が WLB を

とるためには上司自身が WLB をとるということも重要なエッセンスとなる。 

 従業員が WLB をとることは仕事のパフォーマンスや企業の業績につながるだけでなく従業

員自身のウェルビーイングの向上にもつながる。従業員が健康に、また私生活と仕事の双方が

充実した生活を過ごせるようにするためにも、WLB を仕事でのパフォーマンスを向上させる

という意味だけで考えるだけでなく、企業の社会的な責任として従業員の WLB について考え

てみていただきたい。 
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４. 経営への含意 

平野 光俊 

4-1. 女性活躍推進と両立支援施策は経営パフォーマンスに寄与するのか 

 女性活躍に関わる施策は、雇用機会の「均等施策の充実度」と「WLB（ワーク・ライフ・

バランス）支援施策の充実度」の 2軸から捕捉される。両者を車の両輪として女性活躍推進を

進めて行くことが不可欠である。佐藤・武石（2011）は、図 29 のように、企業や職場におけ

る WLB 支援施策と均等施策の充実度の組み合わせの 4 類型を示している。第 1 象限（右上）

は WLB 支援が充実しているため、結婚や出産、育児に直面しても仕事の継続は可能となるが、

キャリア開発を支援する均等施策が不十分なため女性の活躍は限定される。他方、第 3象限（左

下）は、均等施策は充実しているが WLB 支援が不十分なため出産・育児などライフイベント

に遭遇した女性は仕事を継続することが難しくなる。女性管理職は多いがその多くは未婚女性

である。女性従業員のキャリアの継続と発展に向けて目指すべき方向は第二象限（左上）とい

うことになる。さらに、女性の定着率を高めつつ女性管理職を増やすことは企業の業績向上に

ポジティブな効果を発揮することが予想される。 

 

図 29. WLB 支援と雇用機会均等の関係 

・女性の定着率が高い

・男女の職域分離がない

・既婚や子供を持つ女性が多い

・女性管理職が多い

・女性の定着率が高い

・男女の職域が異なる

・既婚や子供を持つ女性が多い

・女性管理職が少ない

・女性の定着率が低い

・男女の職域分離がない

・既婚や子供を持つ女性が少ない

・女性管理職が多い

・女性の定職率が低い

・男女の職域が異なる

・既婚や子供を持つ女性が少ない

・女性管理職が少ない
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佐藤博樹・武石恵美子（2011）『ワーク・ライフ・バランスと働き方改革』勁草書房,17ページ.

 

では、こうした 2つの施策はいかなる関係にあり、またいかなる理論的発想をもって把握す

ればよいのであろうか。組織行動論の知見を援用して考えてみたい。アメリカの心理学者フレ
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デリック・ハーズバーグは、人間が仕事に満足感を感じる要因（衛生要因）と不満足を感じる

要因（動機づけ要因）は全く別物であるという「二要因理論」を唱えた（Herzberg, 1966)。  

衛生要因とは、管理監督の方法、報酬・評価制度、対人関係、作業条件など、主として働く

環境に関わる要因である。動機づけ要因とは、仕事の達成、承認、責任、昇進など仕事そのも

のに内包される要因である。衛生要因を改善すれば不満足は減るが、満足感が高まるわけでは

ない。一方、動機づけ要因を改善すれば満足感を高めることはできるが不満足は改善しない。 

すなわち「WLB 支援施策」とは、ライフイベント（結婚・出産・育児・看護・介護等）の

発生にともなう休業制度や、短時間勤務・フレックスタイム・勤務地限定制度等の諸施策から

構成され、女性従業員が働く上で衛生要因（不満足を減らす）施策の整備と位置づけられる。

これに対して「均等施策」は、主として女性従業員の活躍部門の拡大・教育的配置転換（ジョ

ブ・ローテーション）・キャリア開発研修・メンター制度等の諸施策から構成されるものであ

り、仕事そのものを通じた達成・承認・自己成長等の動機付け要因（満足を高める）にかかわ

る企業の取り組みと位置づけられる。両者は別個の概念でありながら、キャリアを継続し、発

展させていく上でいずれも不可欠の要因となる。 

 それでは実際のところ均等施策とWLB支援は経営パフォーマンスにいかなる影響を及ぼして

いるのであろうか。本調査で得られたデータを用いて検証してみよう。ここで均等施策は本調

査における「女性活躍推進施策の充実度」として、WLB 支援施策は「両立支援施策の充実度」

として捕捉する。この 2つの施策の充実度が独立変数となる。 

両立支援については、以下の 11 の施策を導入しているかどうかの質問項目を使用し、導入

していれば 1点として合算し「両立支援策の充実度」を測定した。11 の施策は、①フレックス

タイム制度、②育児・介護を理由とした一時的な短時間勤務制度、③恒常的な短時間勤務正社

員制度、④在宅勤務制度、⑤法定を超える期間の産休制度、⑥法定を超える期間の育児休業制

度、⑦育児サービス費用を補助する制度、⑧法定を超える期間の介護休業制度、⑨始業・終業

時刻の繰り上げ・繰り下げなどの変形労働時間制、⑩時間外労働を免れる就業制度、⑪職種を

限定する制度である。 

 同じように女性活躍推進についても、以下の 9つの施策を導入しているかどうかの質問項目

を使用して、導入していれば 1 点とし合算し「女性活躍推進施策の充実度」を測定した。9 つ

の施策は、①女性社員の活躍部門の拡大、②女性社員の長期キャリア開発計画、③女性社員の

ジョブローテーション（教育的配置転換）、④女性社員を対象としたキャリア開発研修、⑤女

性社員を対象とした個別キャリア面談、⑥女性社員のキャリア意識の啓発、⑦女性社員を対象

としたキャリアや仕事の進め方に関するメンター（助言者）の指名と支援の仕組み、⑧女性活

躍推進を目的とした管理職への啓発、⑨女性活躍推進担当者の任命（兼任含む）である。  

 従属変数の「経営パフォーマンス」は、経営者が主観的に評価する自社のパフォーマンスで

あり、業界内の競合他社と比べた場合の当社の「成長性」「競争力」「生産性」の 3つについて

「大いに下回っている」から「大いに上回っている」のリッカート 5件法で尋ね、その 3つを

加算平均した合成変数によって測定している。 

コントロール変数は、正社員数（10 を底とする対数）と資本金（10 を底とする対数）およ
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び業種ダミー（リファレンスはその他産業）を設定し、企業規模や業種の違いによる影響を統

制した。 

表 19 は、女性活躍推進施策と両立支援施策の充実度が経営パフォーマンスに及ぼす影響に

ついての重回帰分析の結果である。女性活躍推進施策は 0.1％水準で経営パフォーマンスにプ

ラスの影響を及ぼす。一方で両立支援施策は 10％水準ながらマイナスであり、両立支援施策単

独では経営パフォーマンスを高める効果はない。 

WLB に対する社会的関心の高まりから、昨今、多くの企業が WLB 支援に乗り出している。

企業は現実の人事施策の整備においては、まず両立支援施策に着手し、一定の段階に達した上

で女性活躍推進に着手することが多いと思われる。しかし、両立支援施策は衛生要因に対応し、

したがって女性従業員の定着には効果を発揮する。しかし、女性の管理職を増やすためには、

女性の仕事のやりがいの創造とともにキャリア開発を支援し動機づけることが有効である。本

調査結果は、女性活躍を経営パフォーマンスに繋げていくためには、女性の動機づけを高め、

管理職への登用を促す女性活躍推進施策の充実が不可欠であることを示している。 

 

表 19. 女性活躍推進施策と両立支援施策が経営パフォーマンスに及ぼす影響 

 

            従属変数  
経営パフォーマンス 

β  

独立変数  
  

正社員数  0.006   

資本金  0.101 
 

製造業ダミー  -0.252 
 

卸売・小売業ダミー  -0.034 
 

情報通信業ダミー  -0.176 
 

医療・福祉ダミー  -0.083 
 

宿泊・飲食サービス業ダミー  0.09 
 

金融・保険・不動産業ダミー  0.034 
 

サービス業ダミー  -0.226 † 

女性活躍推進施策の充実度  0.343 *** 

両立支援施策の充実度  -0.154 † 

adj. Ｒ２    0.098   

Ｆ    2.18 * 

数値は標準化係数β  ***p＜.001, **p＜.01,  *p＜.05,  †p＜.1 
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4-2. どの様な経営者が女性活躍推進に積極的に取り組んでいるのか 

 それでは女性活躍推進に積極的に取り組む経営者にはどのような特徴があるのか。ここで経

営者の特性として注目するのは、先に議論した「固定観念（性別役割分業）」、「パターナリ

ズム」、女性管理職の対するネガティブ・ステレオタイプ（NS）のうち「非パフォーマンス

志向」および経営者自身の「WLB満足度」である。すでに前章「経営者の性別役割意識」にお

いて経営者の固定観念、パターナリズム、女性管理職のリーダーシップに対するNSが平均より

高い経営者は、女性活躍推進に消極的であることを報告したが、ここでは経営者の特徴と女性

活躍推進施策の充実度の関係に対して重回帰分析を施し、さらに厳密に確認する。 

ここでの仮説は、経営者の女性に対する性別役割分業の固定観念とパターナリズムが強い場

合、および女性管理職のリーダーシップに対するNSを持つ経営者は、そうでない経営者に比

べて女性活躍推進への取り組みが低いというものである。 

 また経営者のWLB満足度が高い場合は、女性活躍推進の導入に積極的に取り組むことが予測

される。WLB満足度の具体的な質問項目は、下記のとおりである。 

 

 本調査における WLB 満足度の質問項目は、仕事と家庭（もしくは私生活）を対立する関係

として捉えていない。むしろ両者の波及効果（スピルオーバー）を前提として質問を設定して

いる。仕事と家庭のスピルオーバーには、仕事における気分、スキル、価値観などが家庭（仕

事）に流出し生活全体の質を高めるというポジティブな側面と、仕事が忙しいせいで家事や育

児に費やす時間が取れないといったネガティブな側面がある。経営者の WLB 満足度が高い場

合、自身と同様に部下の WLB を充実させるように女性活躍推進に積極的になる可能性は大い

にある。以上、分析フレームワークと仮説は図 30 の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私は仕事と家庭(もしくは私生活)のバランスに満足している.

仕事と家庭(もしくは私生活)のどちらにも時間をかけることができている.

仕事と家庭(もしくは私生活)のどちらにも意欲的に取り組むことができている.

仕事と家庭(もしくは私生活)での役割のどちらもうまく果たすことができている．

仕事と家庭(もしくは私生活)のどちらにも満足している.

ワーク・ライフ・バランス満足度
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図 30 経営者の特性と女性活躍推進施策の充実度の関係（分析フレームワークと仮説） 

経営者の特性と女性活躍推進施策の充実度の関係
（分析フレームワークと仮説）

固定観念
（性別役割分業）

経営者自身の
WLB満足度

女性活躍推進施策
の充実度

－

＋

パターナリズム

女性管理職のリーダー
シップに対するネガティ
ブステレオタイプ

（非パフォーマンス志向）

－

－

 

  

 

結果は、表 20 の通りである。固定観念、パタ－ナリズム、女性管理職のリーダーシップ NS

（非パフォーマンス志向）に対するネガティブステレオタイプは女性活躍推進の導入に影響を

与えていないが、経営者自身の WLB 満足度が高い場合、女性活躍推進に積極的に取り組むこ

とが分かる（10％水準）。 
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表 20. 経営者の特性が女性活躍推進施策の充実度に与える影響 

 

           従属変数 

独立変数 

女性活躍推進施策 

β 

 

正社員数(log)  0.08  

資本金(log)  -0.137  

製造業ダミー  0.29 † 

卸売・小売業ダミー 0.211  

情報通信業ダミー  0.114  

医療・福祉ダミー  0.227 * 

宿泊・飲食サービス業ダミー 0.046  

金融・保険・不動産業ダミー 0.187 † 

サービス業ダミー  0.138  

パターナリズム  -0.138  

固定観念(性別役割分業) -0.073  

ネガティブステレオタイプ -0.151  

経営者自身のＷＬＢ満足度 0.171 † 

adj. Ｒ２  0.122  

Ｆ  2.318 ** 

数値は標準化係数β  ***p＜.001, **p＜.01,  *p＜.05,  †

p＜.1 

 

 

 

4-3. 経営者の WLB 満足度が従業員の組織行動に与える影響について 

4-3-1. スピルオーバーとクロスオーバー 

 経営者自身の WLB 満足度が与える影響は女性活躍推進施策の取り組みに限らず、従業員の

組織行動に対してさまざまなポジティブな効果を発揮する可能性がある。その考え方の基礎と

なるのがワーク・ファミリー・スピルオーバー（仕事と家庭の流出）とクロス・オーバー（交

差）効果という考え方である。 

 ワーク・ファミリー・スピルオーバーには、図31に示すように、仕事における気分、スキル、

価値観などが家庭（仕事）に流出し生活全体の質を高めるというポジティブな側面と、仕事が

忙しいせいで家事や育児に費やす時間が取れないといったネガティブな側面がある。また「仕

事→家庭」と「家庭→仕事」の二つの方向性がある。スピルオーバーの実証研究は多数あるが、

たとえばWLBの悪化（ネガティブ・スピルオーバーが高く、ポジティブ・スピルオーバーが

低いこと）は、抑うつや不安障害、心理的ストレス反応やバーンアウトなどの上昇につながる

ことが明らかになっている（島津, 2014）。 
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図 31. ワーク・ファミリー・スピルオーバー 

仕事が忙しいせいで、
家族と過ごす時間が減る
など

家事・育児が忙しく
仕事への意欲が低下する
など

仕事で培った能力を
家族でも活かせる
など

楽しい週末を過ごすと
仕事も頑張ろうという
気になるなど

方 向
仕事⇒家庭 家庭⇒仕事

性
質

ネ
ガ
テ
ィ
ブ

ポ
ジ
テ
ィ
ブ

島津明人(2014)「ワークライフバランスとメンタルヘルス－共働き夫婦に焦点を当てて－」『日本労働研究雑誌』No.653.

 

一方、クロスオーバーとは、ある人の経験が同じ社会環境にある他者の経験に影響を与える

場合に作用する個人間の対となった伝達のことである。例えば、夫の仕事→家庭のポジティ

ブ・スピルオーバーが家庭で妻に伝達（クロスオーバー）され、妻の家庭→仕事のポジティブ・

スピルオーバーが高まるという効果である。さらにクロスオーバーは“ping-pon”となって、妻

から夫に戻ってくる。 

クロスオーバー効果は、これまで夫婦間だけでなく、上司-部下間や同僚間といった職場で

も存在する。WLB支援のための制度の利用や出社や帰宅の時間の管理に柔軟性を持つことが

できるかどうかは、上司のWLBに対する意識や態度に関わっている。部下が定時に帰宅した

いとしても、上司が長時間労働する人を高く評価するようなバイアスを持っていれば、部下は

上司の顔色をうかがって定時に帰宅することをあきらめる。結果として、部下は家庭での役割

に支障をきたし、ワーク・ライフ・コンフリクトの状態となる。これは上司の態度は部下の家

庭生活にも影響を与えているということに他ならない。 

そのうえで、中小企業は経営者と従業員の垂直的な交換関係が、大企業より緊密であると思

われる。また、中小企業では、部下の側から経営者の日常の行動を観察しやすいであろう。し

たがって、経営者がWLBを実践していれば、従業員にとってはそれが身近なロールモデルと

なり、従業員のWLB満足度に正の効果を発揮すると思われる。経営者と従業員のスピルオー

バーとクロスオーバーの関係は図32のとおりである。   
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図 32. 経営者と従業員のスピルオーバーとクロスオーバー 

経営者と従業員のスピルオーバーとクロスオーバー

30

仕事 家庭

仕事 家庭（従業員）

スピルオーバー

スピルオーバー

クロス
オ－バー

(経営者)

島津明人（2014）一部変更
 

 

4-3-2. 分析フレームワークと仮説 

それでは実際のところどうなのか。分析フレームワークと仮説は図 33 に示すとおりである。

独立変数は経営者自身の WLB 満足度である。従属変数は従業員自身の WLB 満足度およびワ

ーク・エンゲージメントである。 

図 33. 経営者の WLB 満足度が従業員の組織行動に与える影響 

経営者のWLB満足度が従業員の組織行動に与える影響

経営者のWLB
満足度

WLB満足度+

ワーク
エンゲージメント

従業員の組織行動
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 ワーク・エンゲージメントとは、近年のポジティブ心理学の流れのなかで提案された構成概

念であり、「仕事に対する一貫して安定した情緒的・意欲的な満足の状態（state）」のことであ

る。簡単に言えば、「自分の仕事に対して活力に満ち、完全に打ち込んでいる状態」を表すも

のである。エンゲージメントには 3 つの尺度があり、それぞれ「活力」、「熱意」、「没頭」であ

る。「活力」とは仕事に対するやる気を示す尺度、「熱意」は仕事への誇りや愛着を示す尺度、

「没頭」は仕事への集中を示す尺度であり、本調査ではリッカート 5 件法で測定している。 

 具体的な質問項目は、活力が「仕事において私はエネルギーで溢れている」「仕事で私は活

力を感じている」「朝目覚めると仕事に行きたいと感じる」の 3 つである。熱意は「自分の仕

事に夢中である」「仕事は私を鼓舞してくれる」「私は自分の仕事に誇りを感じている」の 3 つ

である。没頭は「熱心に働いている時に幸せを感じる」「自分の仕事に没頭している」「働いて

いる時には我を忘れてしまう」の 3 つである。変数はいずれも 3 つの質問の回答スコアの加算

平均である。なお、分析は、従業員の男・女別にサンプル分割して行い、両者の特徴を比較す

る。ここでの対象となっているのは大阪府内の企業の経営者と従業員であり、経営者は男性 79

人・女性 11 人である。従業員は 39 歳以下の正社員を対象とし、男性 641 人・女性 413 人で

ある。 

 

4-3-3. 結果 

 4-3-3-1．経営者の WLB 満足度と従業員の WLB 満足の関係 

経営者と従業員のコミュニケーションの頻度は中小企業の方が総じて大企業に比べて多く、

また緊密であろう。また、中小企業では、部下の側から経営者の日常の行動を観察しやすいで

あろう。したがって、ここでの分析は経営者と従業員のクロスオーバー効果の検証という意味

合いを持っている。 

結果は、男性従業員に対してのみ経営者からのクロスオーバー効果が認められる（1％水準）

（表 21）。つまり経営者の WLB 満足度が高まると男性従業員の WLB 満足度も高まる。しか

し女性従業員に対してはクロスオーバー効果を見出せなかった。本調査のサンプルでは、男性

経営者が多いので、女性従業員にとって経営者がロールモデルになっていないのかもしれない。

また経営者の特性（固定観念やパターナリズムなど）がクロスオーバー効果を抑制している可

能性も考えられる。 
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表 21. 経営者の WLB 満足度が従業員の WLB 満足度に与える影響（男女別） 

  男性従業員 女性従業員 

                従属変数 

独立変数 

ＷＬＢ満足度 

β 

ＷＬＢ満足度 

β 

正社員数（log） 0.108 * -0.023 
 

資本金(log) -0.946   0.118 
 

製造業ダミー -0.042   0.126 
 

卸売・小売業ダミー 0.045   -0.024 
 

情報通信業ダミー 0.018   -0.011 
 

医療・福祉ダミー 0.039   0.12 
 

金融・保険・不動産業ダミー 0.05   0.01 
 

サービス業ダミー 0.146 * -0.019 
 

事務職ダミー -0.096   0.155 
 

企画職ダミー -0.088 † 0.124 † 

技術職ダミー -0.027   0.064 
 

営業職ダミー -0.067   -0.087 
 

生産技能職ダミー -0.024   -0.014 
 

サービス技能職ダミー -0.015   0.062 
 

年齢 -0.077   -0.031 
 

子どもの有無 -0.078   -0.036   

経営者自身のＷＬＢ満足度 0.165 ** 0.085   

adj. Ｒ２   0.023   0.014 
 

Ｆ   1.708 * 1.217   

数値は標準化係数β  ***p＜.001, **p＜.01,  *p＜.05,  †p＜.1 
 

 

 

②経営者の WLB 満足度と従業員のワーク・エンゲージメントの関係 

経営者の WLB 満足度が従業員のワーク・エンゲージメントに及ぼす影響は表 22 と表 23 の

通りである。男女ともに「活力」に対して 1％水準でポジティブな影響を与えていることが分

かる。 

 

 

 

 

 

 

 



 53   中小企業における女性と若者の活躍推進に関する調査報告（平成27年度地域中小企業の人材確保等支援事業） 

表 22. 経営者の WLB 満足度が従業員のワーク・エンゲージメントに与える影響 

＜男性従業員＞               

                従属変数 

独立変数 

活力 

β 

熱意 

β 

没頭 

β 

正社員数（log）  -0.019   -0.04   -0.07 

 
資本金（log） -0.046   0.031   0.068 

 
製造業ダミー -0.017   -0.112   -0.082 

 
卸売・小売業ダミー 0.041   -0.055   -0.022 

 
情報通信業ダミー 0.013   0.021   0.067 

 
医療・福祉ダミー 0.078   0.043   0.063 

 
金融・保険・不動産業ダミー 0.093 † 0.072   0.106 

 
サービス業ダミー 0.107 † 0.059   0.035 

 
事務職ダミー -0.063   -0.053   -0.022 

 
企画職ダミー -0.12 * -0.078   -0.086 † 

技術職ダミー 0.015   0.104   0.058 
 

営業職ダミー 0.079   0.107   0.081 
 

生産技能職ダミー -0.106   -0.069   -0.04 
 

サービス技能職ダミー -0.035   0.032   0.005 
 

年齢 0.037   0.009   0.047 
 

子どもの有無 -0.068   -0.087   -0.031   

経営者自身のＷＬＢ満足度 0.132 ** 0.167   0.085 † 

adj. Ｒ２   0.071   0.082   0.048 
 

Ｆ   3.331 *** 3.72 *** 2.55 ** 

数値は標準化係数β  ***p＜.001, **p＜.01,  *p＜.05,  †p＜.1 
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表 23. 経営者の WLB 満足度が従業員のワーク・エンゲージメントに与える影響 

＜女性従業員＞               

                従属変数 

独立変数 

活力 

β 

熱意 

β 

没頭 

β 

正社員数（log）  -0.006   -0.039   0.046 

 
資本金（log） -0.101   -0.06   -0.068 

 
製造業ダミー 0.042   0.053   0.001 

 
卸売・小売業ダミー 0.119   0.154   0.144 

 
情報通信業ダミー -0.019   0.005   -0.105 

 
医療・福祉ダミー 0.1   0.187 † 0.019 

 
金融・保険・不動産業ダミー 0.07   0.049   0.05 

 
サービス業ダミー 0.2 † 0.188   0.158 

 
事務職ダミー 0.096   0.068   -0.021 

 
企画職ダミー 0.025   0.031   0.056 

 
技術職ダミー 0.097   0.104   0.113 

 
営業職ダミー 0.125   0.125   0.075 

 
生産技能職ダミー 0.065   0.092   0.026 

 
サービス技能職ダミー 0.126   0.066   0.09 

 
年齢 0.128 † 0.131 † 0.132 † 

子どもの有無 -0.178 * -0.101   -0.177 * 

経営者自身のＷＬＢ満足度 0.213 ** 0.143 † 0.088   

adj. Ｒ２   0.054   0.024   0.039 
 

Ｆ   1.869 * 1.37   1.609 † 

数値は標準化係数β  ***p＜.001, **p＜.01,  *p＜.05,  †p＜.1 
   

 

4-4. 本調査の発見事項の経営への含意 

 以上、本調査の発見事項から経営への含意を要約的に述べる。 

 本調査結果は、性別役割分業の固定観念とパターナリズムが男性経営者の側にあり、その「優

しさの勘違い」を反映した「両立支援」と「職域限定」によって女性のキャリアを停滞させて

きた可能性を示している。したがって本調査の基本的メッセージは、男性経営者の側の女性に

対する固定観念とパターナリズムに基づく「優しさの勘違いをなくせ」ということになる。本

調査から得られた主要な実践的含意は以下の 3 点となる。 

 

① 女性活躍推進と両立支援施策に対する含意 

 両立支援施策の充実は経営パフォーマンスの向上に効果を持たない。一方で女性のキャリア

開発を促す女性活躍推進は経営パフォーマンスに対してプラスの影響を与える。今後、経営者

は、女性のキャリア開発を促す女性活躍推進施策と出産・育児などのライフイベントをうまく
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乗り越えられるよう支援する両立支援施策を同時に推進し、女性の中長期的な定着とその能力

開発を促進すべきである。 

 

② 男性経営者・管理職の優しさの勘違い（パターナリズム）に対する含意 

 男性上司の「出産を経て復帰してきた女性部下は大変そうだから責任ある仕事をさせない」

「体力的・精神的にきつい仕事を、女性が担うことは酷である」「家庭を持つ女性が夜遅くま

で残業することは気の毒である」という「優しさの勘違い」が、骨の折れる基幹業務への女性

の配置を制限し、結果として女性のキャリアの発展を制限している。また直属上司のパターナ

リズムは男性の勤続意思に対してもマイナスに作用する。女性に対するパターナリズムが強い

上司は、仕事の配分において男女公正でなく、それを男性部下は不満に思うのかもしれない。

男性経営者と男性管理職が自身の内なる性別役割分業の固定観念やパターナリズムを自覚し、

それが不合理なものであることを、管理職研修などを通して認識・是正していくことが必要で

あると思われる。 

 

③ 経営者の WLB と従業員の WLB のクロスオーバーに対する含意 

 経営者の WLB 満足度が高いと男性従業員の WLB 満足度も高まる。つまり両者の間にはク

ロスオーバー効果がある。他方で、経営者と女性従業員の間にはクロスオーバー効果が見られ

ない。クロスオーバー効果は個人間の関係の緊密さに依存するということに鑑みれば、経営者

と女性社員の関係は男性社員に対するそれと質的に異なっていることが影響している可能性

がある。リーダー・メンバー交換関係（leader-member exchange：LMX）理論では、リーダ

ー・メンバー間での社会的交換関係の質の違いが、リーダーとメンバーの態度や行動を規定す

ると考えられている。具体的には、経営者は気に入った部下（ここでは男性従業員を指す）と

は信頼や相手への配慮など質の高い関係を結ぶが、気の合わない部下（ここでは女性従業員を

指す）とは職場限りの淡白な関係となっているのかもしれない。経営者は高い役割期待の交換

や裁量余地の拡大などを通して、女性のキャリア開発にいっそう関与していくことが求められ

る。 
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おわりに 

 

女性活躍推進に向けての取り組みが活発化する中、女性が職業生活において、その希望に応

じて十分に能力を発揮し活躍できる環境を整備するため、「女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律（女性活躍推進法）」が制定されました。これを受け、平成 28 年 4 月 1 日まで

に 301 人以上の労働者を雇用する事業主に対して「自社の女性活躍状況の把握・課題分析」、

「行動計画の策定・届出」、「情報公表などを行う」ことが義務付けられています。対象の企業

の皆様は、対応に追われていることでしょう。女性の活躍推進は国を挙げて取り組むべき課題

として、急加速で様々な施策が実施されています。 

本調査は、中小企業庁の地域中小企業人材バンク事業の一つである「地域中小企業の人材確

保・定着支援事業」で対象となる中小企業を中心に実施されたものです。同事業においては、

地域の若者や女性等、多様な人材を活用することが、企業の経営改善や業績向上につながるの

ではないかという仮説のもと、全国各地で様々な事業が実施されました。既知の通り、地域の

中小企業は、人材の確保や定着、育成等についてさまざまな課題を抱えています。このような

状況の下、「女性や若者の活用や定着、育成、マネジメント」という視点から、人材確保や人

材育成等、人事管理を含めた企業の経営に関してなんらかの状況改善のための糸口が見いだせ

ないかと考え、本調査を実施するに至りました。 

本調査によって得られた示唆は、地域の企業、特に中堅・中小規模の企業がよりよい経営を

めざす際に役立つものとなっています。人材の定着や育成に悩む企業の経営者や人事担当者、

また、今後、女性の活躍推進や若年者の職場定着支援等、中小企業支援施策を進める各種支援

機関のみなさまにもぜひご活用いただきたい内容となっています。本報告書が、中小企業の経

営改善に役立ち、地方創生や産業活性化の一助となれば幸いです。 

 最後になりましたが、ご多忙な中、アンケートの回答にご協力いただきました企業の皆様方

には心から御礼を申し上げます。 
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質問票 B（従業員向け） 
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